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内 容内 容

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士の
養成学校 および 在宅訪問現場における
吸引教育と吸引処置の現状の報告

本研究は平成23－24年度厚生労働省科学研究費補助金（障害対策総合研究事業）本研究は平成23 24年度厚生労働省科学研究費補助金（障害対策総合研究事業）
を受け実施した研究の一部である.
また平成24年度研究の一部を日本理学療法士協会に協力頂いた。
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年度 年度Ｈ23年度 Ｈ24年度

安全性・質の保証
在宅訪問PT・OT・ST

情報提供情報提供

に関する課題・問題点
在宅訪問
PT・OT・ST

PT・OT・ST
養成学校

安全性・質の保証が必要

吸引行為

（PT・OT・ST）

H22年4月30日(医政発0430 1号）

気管吸引
ガイドライン

•日本呼吸療法学会

課 題

在宅医療への対応H22年4月30日(医政発0430‐ 1号）
本 吸療法学会

•急性期中心の病院生活
在宅医療 の対応

卒前教育における活用
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１ 理学療法士 作業療法士 言語聴覚士の１．理学療法士・作業療法士・言語聴覚士の

養成学校における吸引教育の実態や傾向

についての調査

PT・OT・ST
養成学校
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Ｈ23年度

PT・OT・ST
養成学校 アンケート調査 ①直接

②郵送

調査対象：調査対象：
① PT・OT・ST教育課程を持つ学校（大学・専修学校）

国内全学校（延べ477校：ＰＴ230、ＯＴ182、ＳＴ65））

調査項目：

① ・ガイドラインの理解、運用。
・吸引処置の指導や教育について吸引処置の指導や教育について
・他学科および学内外教育体制との関係
・卒前教育における教育の範疇に対する意識度
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PT・OT・ST

Ｈ23年度 ① 学校を対象にした調査

PT・OT・ST
養成学校

送

PT・OT・ST教育課程を持つ国内全学校（大学・専修学校）

理学療法（PT） 作業療法（ＯＴ） 言語聴覚（ＳＴ） 全合計

郵送によるアンケート調査

理学療法（PT） 作業療法（ＯＴ） 言語聴覚（ＳＴ） 全合計

アンケート送付数 230 182 65 477

同意返却校数 110 79 28 217

回収率 47.8％ 43.4％ 43.0％ 45.5％
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PT・OT・ST

Ｈ23年度

ガ ド

吸引行為に関し 直接的な資料

PT・OT・ST
養成学校 ガイドラインの認知、運用について

吸引行為に関しての直接的な資料

① 「気管吸引のガイドライン」日本呼吸療法医学会

② 「吸引プロトコル(第2版）」日本理学療法士協会② 吸引プロトコル(第2版）」日本理学療法士協会

③ 「喀痰吸引に対する基本的な対応」

日本作業療法士協会日本作業療法士協会
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PT・OT・ST

Ｈ23年度

【結果】 ガイドラインの認知と利用についてPT OT ST
養成学校 【結果】 ガイドラインの認知と利用について

③ 「喀痰吸引に対する基本的な対応」
日本作業療法士協会

① 「気管吸引のガイドライン」
日本呼吸療法医学会

② 「吸引プロトコル(第2版）」
日本理学療法士協会

資料の認知知ってる 70%

日本作業療法士協会日本呼吸療法医学会 日本理学療法士協会

93.6% 12.7%

知らない44.3% 35.4%

55.6%

82.3%

37.0%

資料の利用利用してる

利用してない

75.9% 50.0%

89 6%

98.2%

66 2%利用し な

92.6%

89.6%

66.2%

66.2%

92.6%

学会や各協会の策定したガイドラインの認知度は高かったが、利用度は少ない状況であった。
8



PT・OT・ST

Ｈ23年度

【結果】吸引処置の指導や教育についてPT・OT・ST
養成学校

【結果】吸引処置の指導や教育について

PT 70% 85.3%

OT

ST

0% 50% 100%

教育の機会がある

教育の機会がない

学校での吸引教育の機会は高く存在しており、
実技の組み込みも多数が組み込んでいた。 9



教育の機会(PT) （n=110) 教育の機会(OT) （n=79) 教育の機会(ST) （n=28)

○ 吸引教育の機会を持たれていますか？（学校数）

ある 76

なし 34

ある 49

なし 30

ある 21

なし 7

○ 何年次に授業を行っていますか？（学校数）
最終学年

最終学年-1年

最終学年-2年

最終学年-3年

その他

（校） （校）

無記入2 無記入1
無記入3

本結果は、全国PT.OT.ST養成課程を持つ学校に対して行った調査結果の一部である

無記入2 無記入1
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PT・OT・ST

Ｈ23年度

PT・OT・ST
養成学校 【結果】吸引処置の指導や教育について

授業の提供時間（校）

30

35

25

34

15

20

25 PT
OT
ST

5

10

15 ST

0

学校での吸引教育の機会は高く存在しており、
実技の組み込みも多数が組み込んでいた。 11



PT・OT・ST

Ｈ23年度

PT・OT・ST
養成学校 【結果】吸引処置の指導や教育について

実技実習の提供時間（校）

25

30 29

15

20

25

PT

5

10

15 PT
OT
ST

0

5

学校での吸引教育の機会は高く存在しており、
実技の組み込みも多数が組み込んでいた。 12



PT・OT・ST

Ｈ23年度

【結 】 指導 教育
PT・OT・ST
養成学校 【結果】吸引処置の指導や教育について

総授業時間に対する実技時間 (PT)

14%12%

PT
30m/1.5h
1h/1 5h14%

8%
5%

12% 1h/1.5h
1.5h/1.5h
30m/3h

30m/1.5h

5%

3%
3%

2%
6% 1h/3h

1.5h/3h
3h/3h

1h/1.5h

3%

6%

3h/3h

1.5h/4.5h
3h/4.5h1.5h/3h

36%
/

3h/6h
その他

3
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PT・OT・ST

Ｈ23年度

【結 】 教育 卒前教育 範疇
PT・OT・ST
養成学校 【結果】吸引教育は卒前教育で行う範疇か？

（％）
卒前教育から始める

吸引教育の開始は実技を含めて、卒前から始めるべきとの意見であった。
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吸引教育の展開における問題点
9

PT・OT・ST

Ｈ23年度

吸引教育 展開 おける問題点
（複数回答可）

（％） 大学 (%) 専修学校 (%) その他

PT・OT・ST
養成学校

（％） 大学 (%) 専修学校 (%) その他

学内に専門とする教員がいない 38 (34.5) 11(25.6) 27 (41.5)

吸 教育 内容 程度や範囲 判断が困る ( ) 15 (34 9) 19 (29 2)吸引教育の内容の程度や範囲に判断が困る 34 (30.9) 15 (34.9) 19 (29.2)

器具の準備が出来ない 25 (22.7) 11 (25.6) 13 (20.0) 1

予算を予定出来ない 20 (18 2) 7 (16 3) 12 (18 5) 1予算を予定出来ない 20 (18.2) 7 (16.3) 12 (18.5) 1

カリキュラムに入れ込み隙間が無い 19 (17.3) 6 (14.0) 12 (18.5) 1

他学科との体制と協調して行うのでスムーズにいかない 15 (13.6) 8 (18.6) 7 (10.8)

吸引教育の導入や展開など学科内での方針が進まない 12 (10.9) 3  (7.0) 9 (13.8)

吸引教育をどの時期に提供すべきか判断に困る 12 (10.9) 4  (9.3) 8 (12.3)

必要な器具がわからない 10  (9.1) 3  (7.0) 7 (10.8)

カリキュラムに組み込む必要性がわからない 5  (4.5) 1  (2.3) 4 (6.2)

学生からのニードが無い 5 (4 5) 1 (2 3) 4 (6 2)学生からのニードが無い 5  (4.5) 1  (2.3) 4 (6.2)

カリキュラム外で特別に施行する機会が無い 3  (2.7) 1  (2.3) 2 (3.1)
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考 察
10

1） 卒前教育における吸引教育の考え方の傾向

「吸引教育は卒前教育期に開始し「吸引教育は卒前教育期に開始し、
また 実技実習を含めて実施する」

「実技実習を行うが、
実践力を高く養うレベルに置かず実践力を高く養うレベルに置かず、
吸引行為が自職の業であることを
知らしめることに視点が置かれている」知らしめることに視点が置かれている」
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11

2） 卒前教育に向けた指針の必要性

医政通達からこれまでの期間は 各養成学校におい医政通達からこれまでの期間は、各養成学校におい
てまだ計画的な吸引教育の体制を検討している時期
であろうと考えられる。

30％前後の養成学校に吸引教育の実施がないこと

も明らかであり、養成学校における実施の是非にお
いても、卒前教育へ向けた吸引教育指針の検討が
必要である。
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２．理学療法士・作業療法士・言語聴覚士の

在宅現場における吸引教育の実態および

吸引処置の現状についての調査

在宅訪問
リハビリ
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② 在宅訪問業務に従事者への調査Ｈ24年度

在宅訪問業務に従事するPT・OT・ST

在宅訪問
リハビリ

Ｗｅｂ入力方式によるアンケート調査

理学療法（PT） 作業療法（ＯＴ） 言語聴覚（ＳＴ） 全合計

アンケート依頼 868

回答数 250 12 3 265

94 4％ 4 5％ 1 1％ 100％94.4％ 4.5％ 1.1％ 100％
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ガ ド

Ｈ24年度

ガイドラインの認知、運用について在宅訪問
リハビリ

吸引行為に関しての直接的な資料

① 「気管吸引のガイドライン」日本呼吸療法医学会

② 「吸引プロトコル(第2版）」日本理学療法士協会

③ 「喀痰吸引に対する基本的な対応」③ 「喀痰吸引に対する基本的な対応」

日本作業療法士協会
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ガイドラインの認知と利用について在宅訪問 ガイドラインの認知と利用について

③ 「喀痰吸引に対する基本的な対応」
日本作業療法士協会

① 「気管吸引のガイドライン」
日本呼吸療法医学会

② 「吸引プロトコル(第2版）」
日本理学療法士協会

在宅訪問
リハビリ

資料の認知

日本作業療法士協会日本呼吸療法医学会 日本理学療法士協会

知ってる
41.1%

知らない
58.9%

資料の利用
利用してる

利用してない

10.2%

利用し な
89.8%

学会や各協会の策定したガイドラインの認知度は約半数であり、利用度は少ない状況であった。
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アンケートから得られた在宅訪 アンケ トから得られた
ガイドラインで示して欲しい要望について

在宅訪問
リハビリ

・緊急時の対処・対応について緊急時の対処 対応について

・起こりうるリスクの知識につながる内容

施設 居宅ごとに実施法が異なる と 対応・施設・居宅ごとに実施法が異なることへの対応

・訪問業務における契約のあり方について
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吸引処置の教育について在宅訪問 吸引処置の教育について

教育の機会はあるか？

在宅訪問
リハビリ

教育の機会はあるか？

ある
48.7%

ない
51.3%

今後吸引教育の機会をつくる
方針はあるか？

ない
69.9%

ある
30.1%

在宅において吸引教育の実施は約半数であり、今後の教育実施は行わない方針が多い状況であった。
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吸引教育の実施状況 件数

定期的に実施 1

実施は不定期・回数は充足 25

実施は不定期・回数は不足 83

必要に応じて実施 12

吸引教育の実施状況

1回のみの実施 3

その他（計画ありなど） 4

20.3％

9.4％
64.8％

9.4％

0.9％
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在宅訪問理学療法士などから見た吸引教育の開始時期在宅訪問理学療法士などから見た吸引教育の開始時期

件数
どちらとも言えない 18

卒前教育から始める 167

臨床現場になってから 80臨床現場になってから 80
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在宅訪問理学療法士などから見た

卒前教育の学生到達度【知識】

件数

アセスメントの実施ができるに近づいているレベル ６６アセスメントの実施ができるに近 いているレ ル

アセスメントの必要性を理解しているレベル ７７

自職が実施可能な医術であることの紹介や認知ﾚﾍﾞﾙ ２４
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卒前教育の学生到達度【技術】
在宅訪問理学療法士などから見た

卒前教育の学生到達度【技術】

件数

実務的に実施できると教員が判断できるレベル ３５実務的に実施できると教員が判断できるレ ル ３５

模擬実習で1度以上スムーズに実施できるレベル ９０

模擬実習での１～2回程度の経験レベル ４２
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吸引処置の実施状況吸引処置の実施状況
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勤務先で実施している吸引処置吸引処置の実施状況

件数/265回答

0.1％未満

7.2％

13.6％

2.6％

0 1％未満

7.5％

32.8％

0.1％未満

35.1％

在宅訪問業務を実施する事業所において、吸引処置の実施は64.9％であった。
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個人での吸引の実施状況
吸引処置の実施状況

個人での吸引の実施状況
件数/265回答

11 7％11.7％

27.5％

22.3％

38.5％

在宅訪問従事者における吸引処置の実施は39.2％であった。
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吸引処置の実施状況

実働7日間での吸引者数
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吸引処置の実施状況

実働7日間での吸引回数
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吸引実施中のトラブル （回答数）

吸引処置の実施状況

吸引実施中のトラブル （回答数）
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吸引処置の実施状況

平均的１ヶ月間におけるレポート提出に至る回数

在宅訪問業務を実施する事業所において、吸引に関連する事故は小率であった。
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自職業務における吸引行為の位置づけ （％）自職業務における吸引行為の位置づけ （％）
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吸引処置の実施状況

吸引処置はスムーズにできているか（％）

在宅訪問従事者において、まだ処置実施に自信が持てないものが多い。
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吸引処置が上手くいかないとする場合の問題 （件数）

人の問題
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吸引処置が上手くいかないとする場合の問題（件数）

環境や物の
問題問題
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吸引処置が上手くいかないとする場合の問題（件数）吸引処置が上手くいかないとする場合の問題（件数）

技術の問題
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吸引処置が上手くいかないとする場合の問題（件数）吸引処置が上手くいかないとする場合の問題（件数）

知識の問題知識の問題
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吸引処置が上手くいかないとする場合の問題（件数）吸引処置が上手くいかないとする場合の問題（件数）

制度の問題制度の問題
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まとめ

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士各養成校に対し調査をおこなった。

(1) 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士の卒前吸引教育全体の傾向としてガイドラインの認知度は高い
が利用度が低いことが分か たが利用度が低いことが分かった。

(2） 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士各種団体による卒前で教育すべき知識と技術の教育項目および

到達度の明示が必要と思われる。

(3) 日本呼吸療法医学会による卒前教育に対応したガイドラインの公表が必要であると思われる。(3)  日本呼吸療法医学会による卒前教育に対応したガイドラインの公表が必要であると思われる。

(4) 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士養成学校の志向する吸引教育のレベルが確認された。

今後の卒前教育での吸引教育の指針を検討し、カリキュラムなどに反映される基礎的知見となりえる

在宅訪問業務に従事する理学療法士・作業療法士・言語聴覚士に対し調査を行った。

(5)  在宅訪問業務従事者の傾向として、ガイドラインの認知度は高いが利用度が低いことが分かった。

(6)  在宅訪問業務に従事する療法士が志向する吸引教育のレベルが確認された。

(7) 在宅訪問業務を実施する事業所において 吸引処置の実施は65％であった(7)  在宅訪問業務を実施する事業所において、吸引処置の実施は65％であった。

吸引に関連する事故は小率であった。

(8)  在宅に対応する吸引ガイドラインの策定については、存在の是非も含めて十分に検討されるべきである

と考える。と考える。

(9)  ガイドライン策定委員会、リハビリテーション関連職各団体、地域在宅のサービスを実施・教育する立場

の者が、本調査結果に示した在宅の吸引に関わる実情を認知していることは重要である。

（10）本調査結果が、卒前および在宅訪問業務に従事する療法士の吸引教育における標準化達成度の検討

材料として参考活用される可能性があると考える。
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